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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第３四半期連結
累計期間

第70期
第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結
会計期間

第70期
第３四半期連結
会計期間

第69期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 95,739 86,673 36,790 30,318 139,229

経常利益（百万円） 840 622 955 79 1,843

四半期（当期）純利益（百万円） 659 770 725 132 1,083

純資産額（百万円） － － 29,567 30,445 30,914

総資産額（百万円） － － 158,432 154,498 154,527

１株当たり純資産額（円） － － 187.38 192.72 195.96

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
4.22 4.94 4.64 0.85 6.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 18.5 19.5 19.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△15,885 △16,470 － － 2,642

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△499 433 － － △622

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
10,055 12,232 － － △2,163

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 12,693 14,984 18,927

従業員数（人） － － 1,884 1,912 1,864

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載してい

ません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,912[156] 

（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時従業員数は［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しています。

 

(2)提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,764[148] 

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数

は［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しています。
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第２【事業の状況】
　以下、「第２．事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)受注実績

  　 当第３四半期連結会計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）

(百万円）　

前年同四半期比（％）

　　土木工事 26,900 　 －

　　建築工事 18,917 　 －

合　計 45,817 　 －

（注）当社グループでは土木工事、建築工事以外は受注生産を行っていません。

　

(2)売上実績

   　当第３四半期連結会計期間の売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)

（百万円）　

前年同四半期比（％）

　　土木工事 15,907 　 －

　　建築工事 13,918 　 －

　　不動産事業 341 　 －

報告セグメント計 30,167 　 －

　　その他 151 　 －

合　計 30,318 　 －

（注）１．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しています。

　

(3)売上にかかる季節的変動について

 　 　土木工事、建築工事においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているた

　　め、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間

　　の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。　

　

   なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりです。

   土木工事・建築工事における受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

期別 区分
期首繰越工事高

（百万円）

期中受注工事高

（百万円）

計

（百万円）

期中完成工事高

（百万円）

期末繰越工事高

（百万円）

前第３四半期累計期間

（自　平成21年４月１日

  至　平成21年12月31日）

土木工事 80,317 49,172 129,489 46,982 82,507

建築工事 67,623 33,058 100,682 44,490 56,191

計 147,941 82,230 230,172 91,472 138,699

当第３四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

  至　平成22年12月31日）

土木工事 79,120 43,913 123,034 43,987 79,047

建築工事 56,330 43,671 100,002 39,410 60,591

計 135,451 87,585 223,037 83,397 139,639

前事業年度

（自　平成21年４月１日

  至　平成22年３月31日）

土木工事 80,317 68,588 148,906 69,785 79,120

建築工事 67,623 52,584 120,208 63,877 56,330

計 147,941 121,173 269,114 133,663 135,451

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、期中受注工事高

　　　　　にその増減額を含みます。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。また、前事業年度以

　　　　　前に外貨建で受注した工事で、当期中の為替相場の変動により請負金額に増減のあるものについても同様に処

　　　　　理しています。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致します。
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②　受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第３四半期会計期間

（自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日）

土木工事 7,464 11,789 19,253

建築工事 1,099 8,580 9,679

計 8,563 20,370 28,933

当第３四半期会計期間

（自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日）

土木工事 15,747 10,928 26,676

建築工事 1,966 17,003 18,969

計 17,713 27,931 45,645

③　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第３四半期会計期間

（自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日）

土木工事 4,893 13,255 18,148

建築工事 871 16,393 17,264

計 5,764 29,648 35,413

当第３四半期会計期間

（自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日）

土木工事 6,815 8,671 15,487

建築工事 993 12,929 13,922

計 7,808 21,600 29,409

（注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりです。

前第３四半期会計期間の請負金額５億円以上の主なもの

東日本旅客鉄道㈱ 五反田駅コスモスプラン他1

西日本旅客鉄道㈱ 丹波口・二条間ＢＬ新設他工事　

(合)イースト・パートナーズ （仮称）北区赤羽２丁目計画新築工事

当第３四半期会計期間の請負金額５億円以上の主なもの

東日本旅客鉄道㈱ 両毛線伊勢崎駅本屋他新設

東日本旅客鉄道㈱ 新幹線総合車両センター新車搬入庫新設他

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 北陸幹（上・糸）、糸魚川押上・寺町ＢＬ他

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりです。

前第３四半期会計期間

東日本旅客鉄道㈱　　　11,454百万円　32.3％

当第３四半期会計期間

東日本旅客鉄道㈱　　　 9,702百万円  33.0％

　

④　手持工事高（平成22年12月31日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

土木工事 42,440 36,607 79,047

建築工事 4,312 56,279 60,591

計 46,752 92,886 139,639

（注）手持工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりです。

国土交通省 尾道・松江自動車道下門田橋ＰＣ上部工事 平成24年２月　完成予定

最高裁判所 千葉地家裁松戸支部庁舎新営建築工事 平成24年３月　完成予定　

日本貨物鉄道㈱ 百済倉庫外２新築その他工事 平成24年３月　完成予定
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２【事業等のリスク】

　　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1)業績の状況　

   当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、景気対策の効果等により緩やかな回復傾向にありました

 が、厳しい雇用情勢、円高等により、先行きが不透明な状況で推移しました。

   建設業界におきましては、住宅投資は回復の兆しが見られたものの、政府建設投資は引き続き低調に推移する

 等、依然として厳しい経営環境が続きました。

   このような経済情勢のもと、当社グループの当第３四半期連結会計期間における連結業績につきましては、売上

 高は、通期業績予想の約21％にあたる30,318百万円（前年同四半期比17.6％減）となりました。これは、当社グル

ープの売上高の大部分を占める完成工事高の計上が第４四半期連結会計期間に集中するためであり、概ね予定どおり

 の進捗であります。一方、販売費及び一般管理費は恒常的に発生するため、通期業績予想の約25％にあたる1,684

 百万円（前年同四半期比0.7%増）となりました。この結果、営業利益は23百万円（前年同四半期比97.6％減）とな

 りました。

　　

　　セグメントの業績は次のとおりです。（セグメントごとの業績については、セグメント間の内部売上高等を含め

  て記載しています。）

　（土木工事）

　　土木工事については、売上高15,907百万円、セグメント利益55百万円となりました。

　（建築工事）

　　建築工事については、売上高13,922百万円、セグメント損失120百万円となりました。

　（不動産事業）

　　不動産事業については、売上高431百万円、セグメント利益68百万円となりました。

　（その他）

　　その他については、売上高4,124百万円、セグメント利益18百万円となりました。

 　

(2)キャッシュ・フローの状況

　　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ2,843百万円

  (23.4％)増加し、14,984百万円となりました。各活動によるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　売上債権の増加7,089百万円、その他の資産の増加2,052百万円などによる資金の減少があり、営業活動によるキ

ャッシュ・フローは△8,746百万円(前年同四半期は△8,015百万円）となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　無形固定資産の取得による支出52百万円などにより、投資活動によるキャッシュ・フローは△61百万円(前年同

四半期は△299百万円）となりました。　

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の増加10,550百万円、長期借入れによる収入1,700百万円などにより、財務活動によるキャッシュ・

フローは11,658百万円(前年同四半期は9,022百万円）となりました。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

(4)研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、18百万円です。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 298,476,000

計 298,476,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成22年12月31日）

提出日現在発行数(株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
　取引業協会名

内容

普通株式 156,689,563 156,689,563
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数　

1,000株

計 156,689,563 156,689,563 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年10月１日

～　

平成22年12月31日

－ 156,689,563 － 18,293 － 5,289

（６）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成22年12月６日付の

変更報告書の写しの送付があり、平成22年11月29日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を

受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

　氏名又は名称 　住所
保有株券等の数

（株）　

株券等保有割合　

（％）

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 　7,653,953 　4.88  

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 　3,226,000  2.06  　

　三菱ＵＦＪ投信株式会社 　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 　314,000     　0.20  

　三菱ＵＦＪモルガン・スタン

　レー証券株式会社
　東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 　196,467  　0.13  

計 　－ 　11,390,420  　7.27  
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】　

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

 普通株式　　　　　

519,000

－ －

完全議決権株式（その他）
 普通株式　　　　　

155,060,000
155,060 －

単元未満株式
 普通株式　　　　　

1,110,563
－  １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 156,689,563 － －

総株主の議決権 － 155,060 －

　　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権６個）が含まれてい

ます。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）
   鉄建建設㈱

東京都千代田区三崎
町二丁目５－３

519,000 － 519,000 0.33

計 － 519,000 － 519,000 0.33

　　（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あ

ります。なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれています。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 99 95 86 80 77 74 70 79 86

最低（円） 79 80 72 69 69 69 65 66 75

（注）東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しました。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

　

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しています。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期連結会計期間（平成22年10

月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。

　なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日を

もって有限責任 あずさ監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 14,984 19,427

受取手形・完成工事未収入金等 ※5
 69,798 69,100

販売用不動産 2,155 2,397

未成工事支出金 ※3
 12,085

※3
 9,973

不動産事業支出金 1,357 1,351

その他のたな卸資産 ※1
 927

※1
 1,028

繰延税金資産 2,763 2,321

その他 5,005 1,537

貸倒引当金 △442 △426

流動資産合計 108,636 106,712

固定資産

有形固定資産 ※2
 20,718

※2
 20,956

無形固定資産 342 332

投資その他の資産

投資有価証券 16,819 18,934

繰延税金資産 6,140 5,634

その他 2,458 5,805

貸倒引当金 △618 △3,846

投資その他の資産合計 24,799 26,526

固定資産合計 45,861 47,815

資産合計 154,498 154,527
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※5
 29,682 39,580

短期借入金 51,214 37,305

1年内償還予定の社債 1,340 3,640

未払金 7,596 9,815

未払法人税等 179 207

未成工事受入金 2,954 2,837

引当金 ※3
 1,129

※3
 1,683

その他 8,148 7,484

流動負債合計 102,245 102,555

固定負債

社債 4,150 4,820

長期借入金 6,262 4,938

再評価に係る繰延税金負債 3,082 3,082

退職給付引当金 8,087 8,023

その他 225 192

固定負債合計 21,807 21,056

負債合計 124,052 123,612

純資産の部

株主資本

資本金 18,293 18,293

資本剰余金 5,329 5,329

利益剰余金 5,133 4,362

自己株式 △65 △64

株主資本合計 28,690 27,921

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 378 1,657

土地再評価差額金 1,026 1,026

評価・換算差額等合計 1,404 2,684

少数株主持分 350 309

純資産合計 30,445 30,914

負債純資産合計 154,498 154,527
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高

完成工事高 93,239 85,088

兼業事業売上高 2,499 1,585

売上高合計 95,739 86,673

売上原価

完成工事原価 87,485 80,052

兼業事業売上原価 2,072 1,273

売上原価合計 89,558 81,326

売上総利益

完成工事総利益 5,753 5,035

兼業事業総利益 427 312

売上総利益合計 6,181 5,347

販売費及び一般管理費 ※1
 5,259

※1
 4,933

営業利益 922 414

営業外収益

受取配当金 311 316

為替差益 85 363

その他 184 147

営業外収益合計 581 827

営業外費用

支払利息 646 593

その他 17 25

営業外費用合計 663 618

経常利益 840 622

特別利益

偶発損失引当金戻入額 73 －

貸倒引当金戻入額 49 －

債権取立益 － 245

その他 4 46

特別利益合計 128 291

特別損失

減損損失 164 －

投資有価証券評価損 218 18

事務所移転費用 － 20

その他 63 20

特別損失合計 447 59

税金等調整前四半期純利益 521 854

法人税、住民税及び事業税 86 172

法人税等調整額 △230 △132

法人税等合計 △144 40

少数株主損益調整前四半期純利益 － 814

少数株主利益 5 43

四半期純利益 659 770
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高

完成工事高 36,098 29,825

兼業事業売上高 691 492

売上高合計 36,790 30,318

売上原価

完成工事原価 33,527 28,215

兼業事業売上原価 586 394

売上原価合計 34,114 28,610

売上総利益

完成工事総利益 2,570 1,610

兼業事業総利益 105 98

売上総利益合計 2,676 1,708

販売費及び一般管理費 ※1
 1,672

※1
 1,684

営業利益 1,003 23

営業外収益

受取配当金 126 127

為替差益 － 99

その他 64 36

営業外収益合計 190 263

営業外費用

支払利息 225 204

為替差損 9 －

その他 3 3

営業外費用合計 239 207

経常利益 955 79

特別利益

前期損益修正益 － 4

貸倒引当金戻入額 38 4

その他 0 2

特別利益合計 39 11

特別損失

投資有価証券評価損 215 －

事務所移転費用 － 20

その他 50 3

特別損失合計 265 24

税金等調整前四半期純利益 729 66

法人税、住民税及び事業税 40 50

法人税等調整額 △39 △123

法人税等合計 0 △72

少数株主損益調整前四半期純利益 － 138

少数株主利益 2 5

四半期純利益 725 132
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 521 854

減価償却費 411 425

減損損失 164 3

負ののれん償却額 △71 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 56 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 74 63

工事損失引当金の増減額（△は減少） △385 △203

その他の引当金の増減額（△は減少） △600 △350

受取利息及び受取配当金 △374 △379

支払利息 646 593

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） － △0

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 218 18

有形固定資産売却損益（△は益） △2 0

売上債権の増減額（△は増加） △5,000 △678

未成工事支出金の増減額（△は増加） △2,920 △2,111

たな卸資産の増減額（△は増加） 718 335

その他の資産の増減額（△は増加） △1,488 △3,444

仕入債務の増減額（△は減少） △2,427 △9,898

未成工事受入金の増減額（△は減少） △977 116

その他の負債の増減額（△は減少） △3,979 △1,544

その他 △64 145

小計 △15,480 △16,059

利息及び配当金の受取額 373 375

利息の支払額 △679 △606

法人税等の支払額 △98 △180

営業活動によるキャッシュ・フロー △15,885 △16,470
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △404 △68

有形固定資産の売却による収入 2 0

無形固定資産の取得による支出 △117 △76

投資有価証券の取得による支出 △4 △8

投資有価証券の売却による収入 1 1

貸付けによる支出 △73 △59

貸付金の回収による収入 92 98

定期預金の払戻による収入 － 500

信託受益権の取得による支出 △797 △750

信託受益権の売却による収入 797 750

その他 5 45

投資活動によるキャッシュ・フロー △499 433

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,600 13,350

長期借入れによる収入 2,540 3,700

長期借入金の返済による支出 △1,490 △1,817

社債の償還による支出 △570 △2,970

リース債務の返済による支出 △19 △26

自己株式の増減額（△は増加） △2 △1

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,055 12,232

現金及び現金同等物に係る換算差額 85 △139

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,243 △3,943

現金及び現金同等物の期首残高 18,937 18,927

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 12,693

※1
 14,984
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

　「資産除去債務に関する会計基準」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

　 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

「減損損失」

前第３四半期連結累計期間において特別損失に区分掲記していました「減損損失」については、当第３四半期連結

累計期間は特別損失総額の100分の20以下であるため、特別損失の「その他」に含めて表示することとしました。

なお、当第３四半期連結累計期間の「減損損失」は、3百万円です。

　

「貸倒引当金戻入額」　

前第３四半期連結累計期間において特別利益に区分掲記していました「貸倒引当金戻入額」については、当第３四

半期連結累計期間は特別利益総額の100分の20以下であるため、特別利益の「その他」に含めて表示することとしまし

た。

なお、当第３四半期連結累計期間の「貸倒引当金戻入額」は、25百万円です。

　

「連結財務諸表に関する会計基準」の適用

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

「前期損益修正益」

前第３四半期連結会計期間において特別利益の「その他」に含めて表示していました「前期損益修正益」について

は、当第３四半期連結会計期間は特別利益総額の100分の20を超えることとなったため、区分掲記することとしました。

なお、前第３四半期連結会計期間の「前期損益修正益」は、0百万円です。

　

「連結財務諸表に関する会計基準」の適用

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しています。

 

２．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断は、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化

が生じておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に

は、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用

する方法によっています。 

　ただし、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じ、又は、一時差異等の発

生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業

績予想やタックス・プランニングに、当該著しい変化の影響を加味したものを利用する

方法によっています。

　 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．その他のたな卸資産の内訳は次のとおりです。

材料貯蔵品 926百万円

商品 1 

 

※１．その他のたな卸資産の内訳は次のとおりです。

材料貯蔵品 1,024百万円

商品 3 

 

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、11,039百万円で

す。

 

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、10,728百万円で

す。

 

※３．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ています。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未

成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

28百万円です。

　

※３．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ています。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未

成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

11百万円です。

　

４．偶発債務

（１）連結会社以外の会社等の金融機関借入金等につい

て保証を行っています。

 　① 借入金保証   

 マンション購入者 57百万円

 当社従業員 8 

 　　　　計 65 

 

４．偶発債務

（１）連結会社以外の会社等の金融機関借入金等につい

て保証を行っています。

 　① 借入金保証   

 マンション購入者 64百万円

 当社従業員 10 

 　　　　計 75 

 

※５．四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しています。

　なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手形が四半期連結会計期間末

日残高に含まれています。

 

 

受取手形 4百万円

支払手形 6百万円

　

　

EDINET提出書類

鉄建建設株式会社(E00065)

四半期報告書

19/28



（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

従業員給料手当 2,508百万円

賞与引当金繰入額 66 

退職給付費用 388 

法定福利費 340 

通信交通費 317 

 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

従業員給料手当 2,443百万円

賞与引当金繰入額 58 

退職給付費用 346 

法定福利費 340 

通信交通費 300 

 

２．当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結

会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多

くなるといった季節的変動があります。　
 
 

２．当社グループの売上高は、主たる事業である土木工

事・建築工事において、契約により工事の完成引渡し

が第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間にお

ける売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動があります。
　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

従業員給料手当 715百万円

賞与引当金繰入額 66 

退職給付費用 127 

法定福利費 107 

通信交通費 99 

 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

従業員給料手当 804百万円

賞与引当金繰入額 58 

退職給付費用 116 

法定福利費 120 

通信交通費 98 

 

２．当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結

会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多

くなるといった季節的変動があります。　
 
 

２．当社グループの売上高は、主たる事業である土木工

事・建築工事において、契約により工事の完成引渡し

が第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間にお

ける売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　（平成21年12月31日現在）

 現金預金勘定 13,193百万円

 預入期間が３か月を超える定期預金 △500 

 現金及び現金同等物 12,693 

 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　（平成22年12月31日現在）

 現金預金勘定 14,984百万円

 預入期間が３か月を超える定期預金 － 

 現金及び現金同等物 14,984 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

 

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　156,689千株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　531千株　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                         

(１)外部顧客に対する売上高 36,098 450 241 36,790  － 36,790

(２)セグメント間の内部売上高 － 94 3,748 3,842 (3,842) －

計 36,098 544 3,989 40,633(3,842) 36,790

営業損益 889 103 6 998 (△5) 1,003

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                         

(１)外部顧客に対する売上高 93,239 1,755 743 95,739 － 95,739

(２)セグメント間の内部売上高 3 283 10,382 10,669(10,669) －

計 93,243 2,039 11,126106,409(10,669) 95,739

営業損益 567 321 39 927 (5) 922

（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。

　

２．各事業区分に属する主要な事業の内容

建設事業　：土木・建築その他建設工事全般

不動産事業：不動産の売買及び賃貸他不動産全般

その他事業：建設資機材等の販売他

　

３．会計処理基準等の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しています。この変更により、従来の方法によった場合と比較

して、当第３四半期連結累計期間の「建設事業」の売上高が5,889百万円、営業利益が441百万円増加していま

す。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　　至　平成21年12月31日）　

　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しています。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しています。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。　

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

　当社は本社に土木本部、建築本部を置き、各本部は、取り扱う工事について包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。また、不動産部門については専門の部署を設け、包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。

　したがって、当社は、本部及び専門部署を基礎とした工事・事業別のセグメントから構成されており、「土

木工事」、「建築工事」及び「不動産事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「土木工事」は、土木工事の請負並びにこれに関する調査、企画、測量、設計、監理、マネジメント及びコンサ

ルティングを行っております。「建築工事」は、建築工事の請負並びにこれに関する調査、企画、測量、設計、

監理、マネジメント及びコンサルティングを行っております。「不動産事業」は、不動産の売買及び賃貸等の

不動産に関する事業全般を行っております。　

  

　　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　　至　平成22年12月31日）

（単位：百万円）

　

　

　報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額　

（注２）

四半期連　

結損益計

算書計上

額(注３)

土木

工事

建築

工事

不動産

事業
計

　
売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部

売上高又は振替高
　

　

45,684

　　　－

　

39,403　

　7

　

　921

　269

　

　86,009

　276

　

　664

　10,822

　

　86,673

　11,098

　

－

△11,098

　

86,673

－

計 45,684　 39,410　 1,190　 　86,286　11,486　97,772△11,09886,673

セグメント利益 　149 　3 　202 　355 　60 　416 △1 414

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の販売他の事

業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　　至　平成22年12月31日）

（単位：百万円）

　

　

　報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額　

（注２）

四半期連　

結損益計

算書計上

額(注３)

土木

工事

建築

工事

不動産

事業
計

　
売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部

売上高又は振替高
　

　

15,907

　　　－

　

13,918　

　4

　

　341

　89

　

　30,167

　93

　

　151

　3,973

　

　30,318

　4,067

　

－

△4,067

　

30,318

－

計 15,907　 13,922　 431　 　30,261　4,124　34,385△4,06730,318

セグメント利益

又は損失（△）　
　55 　△120 　68 　3 　18 　22 1 23

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の販売他の事

業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 192.72円 １株当たり純資産額 195.96円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4.22円 １株当たり四半期純利益金額 4.94円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりま

せん。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額　 　 　

　四半期純利益（百万円） 659 770

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 659 770

　期中平均株式数（千株） 156,260 156,169

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4.64円 １株当たり四半期純利益金額 0.85円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりま

せん。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益（百万円） 725 132

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 725 132

　期中平均株式数（千株） 156,252 156,164

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

鉄建建設株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 若原　文安

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 薊　　和彦

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鉄建建設株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鉄建建設株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報　

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会

計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

鉄建建設株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　清孝

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 若原　文安

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鉄建建設株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鉄建建設株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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